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1  公共施設等総合管理計画策定の背景  

本村では、1936年から戦後の1955年にかけて人口が増加しましたが、1956年以降急速

な人口減少が1984年まで続き、1985年以降人口は微増・微減を繰り返し、2000年以降緩

やかに減少しています。 

公共施設に関しては、1972年度に建設された中央公民館が最も古く（建設年度不明のもの

を除く）、次いで1979年度に建設された道志小学校（旧校舎）体育館（現在は道志体育館に

改称）が古い施設となっています。 

このような公共施設等の中には、建築後30年から40年を経過したものも多くなり、計画的

に耐震補強工事を実施してきましたが、老朽化の進行により、大規模改修や更新（建替え）を

行わなければ、安全・安心に利用できなくなる恐れがあります。 

また、本村の財政は比較的安定していますが、少子高齢化に伴う社会保障費の増加、また、

生産年齢人口の減少に伴う税収の減少等によって、将来の財政状況は厳しくなることが予測さ

れています。これは本村に限らず、全国の自治体においても共通の問題といえ、国においては、

「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（平成25年6月14日閣議決定）に

おける「インフラの老朽化が急速に進展する中、「新しく造ること」から「賢く使うこと」へ

の重点化が課題である。」との認識のもと、平成25年11月には、「インフラ長寿命化基本計

画」が策定されました。そして、各地方公共団体においては、こうした国の動きと歩調をあわ

せ、速やかに公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画（公共施設等総合管

理計画）の策定を要請されることとなりました。 

 

2  公共施設等総合管理計画策定の目的  

これらの背景を踏まえ、本村においても、住民に安全・安心に施設等を利用していただける

よう適切な維持管理を推進していくことを基本に、本村の将来を見据え、次世代に公共施設等

を引き継いでいくことが必要とされています。 

そこで、施設の長寿命化や予防保全の考え方による維持管理、効果的・効率的な施設の有効

活用、施設の維持修繕や管理運営に係る民間の技術やノウハウの活用など、施設の今後のあり

方について基本的な方向性を示す計画（本計画）を策定することとします。 
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・耐震改修促進計画 
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・総合戦略 など 

関連計画等 

インフラ 

長寿命化 

基本計画 
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3  公共施設等総合管理計画の位置付け  

本計画は、国による「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（平成26年4

月22日 総財務第74号）による計画策定要請を受け、本村の公共施設等（インフラも含む）の

今後のあり方について基本的な方向性を示すものとして位置づけます。 

また、村の最上位計画である「道志村総合計画」や、各種計画との整合性を十分にはかり、

各政策分野における公共施設に関連する取組みに対して、横断的な指針を提示するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 本計画の位置付け 

 

 

本村では保有する公共施設について、平成29年（2017年）2月に「道志村公共施設等総合

管理計画」を策定しました。その後、総合管理計画の基本方針を踏まえ、分野別に個別施設計

画を随時策定しています。前回の総合管理計画策定から一定の期間が経過しており、総合管理

計画の不断の見直しを実施し順次充実させていくことが必要であることから、令和3年（2021）

3月、令和4年（2022）3月と本計画の改訂を2年度に分けて実施しました。各計画の主な記載

内容は次表のとおりです。 
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平成28年度（平成29年3月） 

○「道志村公共施設等総合管理計画」策定 

・公共施設等総合管理計画の目的等 

・村の概要 

・施設の現状と将来見通し 

・公共施設等の管理に関する基本方針 

・個別公共施設等の概要 

令和元年度（令和２年３月） 

・「道志村教育施設長寿命化計画」策定 

令和2年度（令和3年3月） 

○「道志村公共施設等総合管理計画」（改訂） 

・「道志村公共施設等総合管理計画」の見直し（記載すべき事項を追加） 

・公共施設等の維持・更新等に関する実施計画 

・ライフサイクルコスト削減の具体策 

・維持管理に関する基本方針 

・更新等に関する基本方針 

・推進体制 等 

 

 ○「道志村公共施設長寿命化計画【消防・防災施設】」（策定） 

 

○「道志村公共施設長寿命化計画（個別計画）」（策定）※一部策定 

令和3年度（令和４年3月） 

○「道志村公共施設等総合管理計画」改定（記載すべき事項を追加） 

・基本的事項 

・計画策定年度及び改訂年度 

・現状や課題に関する基本認識 

・過去に行った対策の実績 

・有形固定資産減価償却率の推移 

・長寿命化対策を反映した場合の見込み 

・長寿命化対策の効果額 等 

 

○「道志村公共施設長寿命化計画（個別計画）」（策定） 

 

 

4  計画期間  

本計画は、公共施設の寿命が数十年に及び、中長期的な視点が不可欠であることから、平成

29年度（2017年度）から令和38年度（2056年度）までの40年間を計画期間とします。 

ただし、各種個別計画との整合性をとる必要異性や本計画を実効的な計画とする観点から、

計画期間によらず適宜見直しを行うことができるものとします。 
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5  計画の構成  

 

本計画の全体構成は、次のとおりです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 本計画の構成 

 

 

第五章 公共施設等の維持・更新等に関する実施計画 

・ライフサイクルコスト削減の具体策 

・維持管理に関する基本方針 

・更新等に関する基本方針 

・推進体制 

第一章 公共施設等総合管理計画の目的等 

第二章 道志村の概要 第三章 施設の現状と将来見通し 

・建物 

・インフラ施設 

（道路・橋梁・上下水道・浄化槽・光

ケーブル） 

・地勢 

・歴史的背景 

・交通状況 

・人口の状況 

・財政の状況 

第四章 公共施設等の管理に関する基本方針 

・歳入の見通し 

・施設の利用状況と更新費用 

・類型ごとの基本方針 
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6  対象施設  

本計画は、中長期的視点をもって公共施設等の維持管理や修繕、長寿命化や機能統合など

を計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、その最適な配置を実現

しようとするものです。 

このため、本村が保有する公共施設等の全体像を把握する必要があります。 

そこで、本計画で対象とする公共施設には、いわゆる「ハコモノ」と呼ばれる建物施設だ

けでなく、道路・橋梁・光ケーブル等のインフラ施設や上水道等の公営企業の施設（建物施

設、インフラ施設）も含むものとします。 
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人口減少・少子高齢化に伴う社会的ニーズの変化や不透明な財政見通しの中、確実に老朽化が

進行する膨大な公共施設等について、更新に要する資金需要をどのように管理するかが課題とな

っています。 

 

 

1   村の位置  

道志村は山梨県の東南端、神奈川県との県境に位置し、北は御正体山を始めとした山々を

隔てて都留市、上野原市と、西は山伏峠を画して山中湖村と、南は大室山を境として神奈川

県山北町と、東は神奈川県相模原市と隣接しています。また、道志村から 50ｋｍ圏内には

山梨県の中央部や東京都杉並区付近までが含まれ、100ｋｍ圏内には山梨県のほか、東京都、

埼玉県、神奈川県の全体が含まれます。150ｋｍ圏内には、関東地方のほぼすべてと長野県、

静岡県のほぼ全ての区域が含まれ、この圏域内の人口は 4,000 万人を超えています。 

 

 

出典：道志村総合計画 2016～2025 

図 3 道志村の位置 
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2  村の面積  

道志村の面積は 79.57ｋｍ2 で、山梨県全体の 1.8％を占めています。また、総面積に対す

る可住地面積の割合は 6.1％で県内で第25位、可住地面積 1km2 あたりの人口密度は 373.4 

人で県内第20位となっており、平野が少ない山あいの地域ですが、人口は散在していることが

わかります。 

 

 

出典：道志村総合計画 2016～2025 

図 4 面積・人口密度 
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3   人口の状況  

(１)人口の動向 

住民基本台帳による道志村の人口は、平成22年には1,985人でしたが、その後緩やかな

減少傾向が続いており、令和３年では1,633人と平成22年の約82％にまで減少しています。 

 

 

出典：住民基本台帳 

図 5 人口推移 

 

 

  

1,985 1,962 1,928 1,904 1,882 1,834 1,792 1,758 1,741 1,697 1,672 1,633 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

（人）



第二章 道志村の概要 

 

  11   

(２)人口の将来展望 

道志村人口ビジョンにおいては、合計特殊出生率が2020年に1.58、2025年に1.77、

2030年に1.96、2035年に2.15、2040年に2.36まで上昇し、かつ社会増に転じるとい

う仮定のもと、2060年の総人口を1,562人と推計し、これを目標人口としています。 

本計画策定にあたっては、この数値を基本として将来の公共施設等のあり方を考えていくこ

ととします。 

 

 
 

出典：道志村人口ビジョン 

図 6 道志村の人口の将来展望 
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4  財政の状況  

 

(３)決算総括（令和２年度） 

令和２年度決算における本村の財政状況を見ると、一般会計の歳入は約26.5億円、歳出

は約25.1億円となっています。 

特別会計合計に関しては、歳入が約8.3億円、歳出は約8.1億円となっています。 

 

表 1 令和２年度 決算総括表 

（単位＝額：千円、前年度対比：％） 

 

区分 
歳入総額

A 

歳出総額

B 

形式収支 

C （A-B） 

翌年度繰越財源

D 

実質収支 

E （C-D） 

一般会計 2,654,060 2,505,146 148,914 5,685 143,229 

 

 

 

 

 

 
特

別

会

計 

国民健康保険 279,624 272,680 6,944 0 6,944 

国保診療所 111,287 111,287 0 0 0 

簡易水道 78,999 78,799 200 0 200 

介護保険 212,805 197,376 15,429 0 15,429 

介護サービス 440 440 0 0 0 

浄化槽 102,691 102,591 100 0 100 

後期高齢者医療 44,830 44,830 0 0 0 

特別会計合計 830,676 808,003 22,673 0 22,673 

総額 3,484,736 3,313,149 171,587 5,685 165,902 

出典：道志村資料 
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(４)一般会計歳入状況 

令和２年度決算における本村の一般会計歳入状況を見ると、村税は約2.0億円（構成比

7.5％）であり、自主財源全体では約6.9億円（26.1％）となっています。 

一方、地方交付税は約11.9億円（構成比44.8％）であり、依存財源全体では約19.6億円

（73.9％）となっています。 

 

表 2 一般会計歳入決算 

（単位＝額：千円、構成比・増減率：％） 

 

区

分 

令和2年度 令和元年度 増減額 

A-B 

増減率 

（A-B） 
/B 

 決算額A 構成比 決算額B 構成比 

 

自
主
財
源 

村税 199,076 7.5 232,089 11.3 ▲33,013 ▲14.2 

使用料等 29,979 1.1 39,236 1.9 ▲9,257 ▲23.6 

寄付金等 329,409 12.4 166,164 8.1 163,245 98.2 

繰越金 125,625 4.7 164,960 8.0 ▲39,335 ▲23.8 

諸収入 9,047 0.3 13,145 0.6 ▲4,098 ▲31.2 

 
依
存
財
源 

譲与税等 62,703 2.4 54,274 2.6 8,429 15.5 

地方交付税 1,188,586 44.8 1,076,330 52.3 112,256 10.4 

国庫支出金 509,185 19.2 148,027 7.2 361,158 244.0 

村債 200,450 7.6 164,614 8.0 35,836 21.8 

歳入合計 2,654,060 100.0 2,058,839 100.0 595,221 28.9 

 

（注） 
自主財源 693,136 26.1 615,594 29.9 77,542 12.6 

依存財源 1,960,924 73.9 1,443,245 70.1 517,679 35.9 
 

出典：道志村資料 

※ 構成比は少数 1 桁までの表示のため、合計と一致しないことがあります。 

（注）自主財源：村が自主的に得ることができる財源。村税など 
依存財源：国・県支出金や地方譲与税、地方交付税など国や県の決定及び法律等に基づく財源 
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(５)一般会計歳出決算（目的別） 

令和２年度決算における本村の一般会計歳出状況を目的別に見ると、総務費が最も多く約

6.6億円（構成比26.3％）であり、公債費が約4.0億円（16.0％）で続いています。 

 

表 3 一般会計歳出決算（目的別） 

（単位＝額：千円、構成比・増減率：％） 

 

区分 

令和2年度 令和元年度 
増減額 

A-B 

増減率 

（A-B） 

/B 決算額A 構成比 決算額B 構成比 

1 議会費 37,144 1.5 35,486 1.8 1,658 4.7 

2 総務費 659,306 26.3 381.179 19.7 278,127 73.0 

3 民生費 286,117 11.4 248,881 12.9 37,236 15.0 

4 衛生費 141,325 5.6 104,251 5.4 37,074 35.6 

5 農林水産業費 137,013 5.5 144,996 7.5 ▲7,983 ▲5.5 

6 商工費 84,773 3.4 66,698 3.5 18,075 27.1 

7 土木費 182,198 7.3 205,127 10.6 ▲22,929 ▲11.2 

8 消防費 150,982 6.0 111,426 5.8 39,556 35.5 

9 教育費 195,691 7.8 197,183 10.2 ▲1,492 ▲0.8 

10 災害復旧費 106,302 4.2 41,489 2.1 64,813 156.2 

11 公債費 400,701 16.0 356,390 18.4 44,311 12.4 

12 諸支出金 123,594 4.9 40,108 2.1 83,486 208.2 

歳出

合計 
2,505,146 100.0 1,933,214 100.0 571,932 29.6 

出典：道志村資料 

※ 構成比は少数 1 桁までの表示のため、合計と一致しないことがあります。 
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(６)一般会計歳入決算の推移 

過去5年間の一般会計歳入決算の推移は図のとおりです。 

過去5年間に関して単純平均をとると、歳入合計は約22.6億円、最も多いのは地方交付税

で約10.6億円、村税は約2.2億円となっています。 

 

出典：道志村資料 

図 7 一般会計歳入決算の推移 

 

(７)一般会計歳出決算の推移 

過去5年間の一般会計歳出決算の推移は図のとおりです。過去5年間に関して単純平均を

とると、歳出合計は約21.3億円となっています。 

 

出典：道志村資料 

図 8 一般会計歳出決算の推移 
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（万円）

村税 地方交付税 国県支出金 村債 その他

66,200 72,000 68,500 74,200 80,800 72,340 

66,800 
27,500 31,200 21,400 

31,700 35,720 

104,100 

93,000 90,200 97,700 

138,000 
104,600 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H28 H29 H30 R1 R2 平均

（万円）

義務的経費（人件費・扶養費・公債費）

投資的経費（普通建設事業費・災害復旧事業費）

その他（物件費・維持補修費・補助費等・繰出金）
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1  対象施設とその分類  

(１)対象施設とその分類 

① 建物 

事業用資産として、本村の資産台帳に掲載されているすべての建物を対象とします。 

建物が一つだけではなく、学校のように児童・生徒や職員等が主に利用する建物を複数有してい

る場合や、倉庫や車庫などの付帯的な建物を有している場合があります。このような場合は、

複数の建物それぞれを対象とします。 

 

 

② インフラ施設 

道路、橋梁、上水道、浄化槽、光ケーブル施設で、それぞれ所管課の管理する台帳等により把握で

きる施設を対象とします。 

 

 
 

本計画においては、本村の所有する全ての建物及びインフラ施設を対象施設とします。 
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(２)分析対象とした建物一覧 

分析対象とした建物は、施設を構成する建物の中で、将来的な更新費用や管理等に大きな影響を

与える建物等とします。これを、分類ごとに整理すると以下のとおりとなります。 

 

表 4 対象施設一覧 

大分類 中分類 No. 建物名 
建築

年度 

延床面積 

（m2） 

構造 

（※2） 

大規模改

修年度 

耐震

診断 

耐震

補強 

地上

階数 

地下

階数 

住民文化系施設 集会施設 

1 道志村中央公民館 1972 650 RC  実施済 不要 2 0 

2 月夜野地区公民館 1974 116 W  未実施 未実施 1 0 

3 川原畑生活改善センター 1977 159 W  未実施 未実施 1 0 

4 神地林業集会場 1978 159 W  未実施 未実施 1 0 

5 和出村地区公民館 1978 164 RC  未実施 未実施 1 0 

6 集いの家 1986 197 W  不要 不要 1 0 

7 善之木地区コミュニティーセンター 2004 205 W  不要 不要 1 0 

8 水源の郷やまゆりセンター 2008 865 RC  不要 不要 2 0 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系

施設 

ｽﾎﾟｰﾂ施設 

9 善之木体育館 1982 710 S  実施済 不要 1 0 

10 唐沢体育館 1985 798 SRC  実施済 実施済 1 0 

11 体育倉庫 1990 12 S  不要 不要 1 0 

12 道志村スポーツプラザ屋内プール 1994 1,216 RC  不要 不要 1 0 

13 道志体育館 1979 769 Sその他  実施済 実施済 1 0 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施

設・観光施設  

14 道志村交流活動センター 1977 429 S  実施済 不要 1 0 

15 道志村水稲育苗センター 1979 208 S  未実施 未実施 1 0 

16 室久保魚苗センター 1980 58 S  未実施 未実施 1 0 

17 みなもと体験館 1985 560 SRC 2009 不要 不要 2 0 

18 
道志水源の森 郷土芸能保存伝承館（野

外音楽堂） 
1987 294 SRC  不要 不要 1 0 

19 道志水源の森 生産物直売所 1987 222 S  不要 不要 1 0 

20 道志森のコテージ 管理棟 1989 105 W  不要 不要 1 0 

21 
道志森のコテージ バンガロー 

（1号棟15人用） 
1990 54 W  不要 不要 1 0 

22 
道志森のコテージ バンガロー 

（2号棟 6 人用） 
1990 23 W  不要 不要 1 0 

23 
道志森のコテージ バンガロー 

（3号棟 4 人用） 
1990 13 W  不要 不要 1 0 

24 
道志森のコテージ バンガロー 

（5号棟10人用） 
1990 28 W  不要 不要 1 0 

25 
道志森のコテージ バンガロー 

（7号棟 4 人用） 
1990 13 W  不要 不要 1 0 

26 
道志森のコテージ バンガロー 

（8号棟 4 人用） 
1990 13 W  不要 不要 1 0 

27 道志の湯 1991 507 S 2012 不要 不要 1 0 

28 
道志森のコテージ バンガロー（6号棟 

12人用） 
1991 31 W  不要 不要 1 0 
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大分類 中分類 No. 建物名 
建築

年度 

延床面積 

（m2） 

構造 

（※2） 

大規模改

修年度 

耐震

診断 

耐震

補強 

地上

階数 

地下

階数 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ 

系施設 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施

設・観光施設 

29 
道志森のコテージ バンガロー 

（10号棟10人用） 
1991 25 W  不要 不要 1 0 

30 
道志森のコテージ バンガロー 

（11号棟10人用） 
1991 28 W  不要 不要 1 0 

31 
道志森のコテージ バンガロー 

（12号棟10人用） 
1991 28 W  不要 不要 1 0 

32 道志水源の森 ギャラリー水源の森 1993 381 W  不要 不要 1 0 

33 道志水源の森 公衆トイレ 1993 25 W  不要 不要 1 0 

34 道志村交流促進施設（道の駅） 1997 685 SRC  不要 不要 2 0 

35 道志村交流促進施設 外トイレ 1997 92 SRC  不要 不要 1 0 

36 道志村特産品加工施設 1998 140 W  不要 不要 1 0 

37 
道志森のコテージ バンガロー 

（13号棟8人用） 
1999 36 W  不要 不要 1 0 

38 
道志森のコテージ バンガロー 

（15号棟8人用） 
1999 36 W  不要 不要 1 0 

39 道志体験農園施設 2000 115 W  不要 不要 1 0 

40 
道志水源の森 農林水産物直売 食材提

供施設（そば道場） 
2000 74 W  不要 不要 1 0 

41 
道志村農林水産物処理加工施設豆腐加

工所 
2006 92 W  不要 不要 1 0 

42 みなもと体験館 がんどう庵 2009 70 W  不要 不要 1 0 

学校教育系施設 

学校 

43 道志中学校体育館 2010 1,161 Sその他  不要 不要 1 0 

44 道志中学校 2015 1,989 RC  不要 不要 2 0 

45 道志小学校 2016 2,173 RC  不要 不要 2 0 

その他教育施

設 
46 道志村学校給食センター 1992 217 Sその他  不要 不要 1 0 

子育て支援施設 

幼稚園・保育

園・こども園 
47 道志村保育所 1996 493 W  不要 不要 1 0 

幼児・児童施設 48 学童保育所どうしっこ 2016 123 W  不要 不要 1 0 

保健・福祉施設 高齢福祉施設 

49 道志村福祉センター 1995 596 S  不要 不要 1 0 

50 道志村福祉交流センターゆいのわ 2020 552 S  不要 不要 1 0 

医療施設 医療施設 51 
道志村国民健康保険診療所・ 

道志村国民健康保険歯科診療所 
2009 413 S  不要 不要 1 0 

行政系施設 消防施設 

52 馬場詰所 1982 26 S  不要 不要 1 0 

53 戸渡詰所 1977 21 CB  未実施 未実施 1 0 

54 川原畑詰所 1995 81 S  不要 不要 2 0 

55 白井平詰所 1972 30 CB  未実施 未実施 1 0 

56 月夜野詰所 1996 75 S  不要 不要 2 0 

57 神地詰所 1999 75 S  不要 不要 2 0 

58 久保詰所 2000 75 S  不要 不要 2 0 

59 防災備蓄倉庫（道志小学校） 2005 9 S  不要 不要 1 0 

60 防災備蓄倉庫（道志中学校） 2006 9 S  不要 不要 1 0 

61 椿詰所 2007 31 S  不要 不要 1 0 
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大分類 中分類 No. 建物名 
建築

年度 

延床面積 

（m2） 

構造 

（※2） 

大規模改

修年度 

耐震

診断 

耐震

補強 

地上

階数 

地下

階数 

行政系施設 消防施設 

62 長又詰所 2007 21 S  不要 不要 1 0 

63 防災備蓄倉庫（みなもと体験館） 2007 9 S  不要 不要 1 0 

64 防災備蓄倉庫（やまゆりセンター） 2007 9 S  不要 不要 1 0 

65 防災備蓄倉庫（道の駅どうし） 2007 9 S  不要 不要 1 0 

66 都留市消防署 道志出張所 2009 116 S  不要 不要 2 0 

67 大室指ヘリポート 2009 0   不要 不要 1 0 

68 善之木ヘリポート 2021 0   不要 不要 1 0 

69 板橋詰所 2011 21 S  不要 不要 1 0 

70 
防災備蓄倉庫（道志村国民健康保険診

療所・道志村国民健康保険歯科診療所） 
2012 7 W  不要 不要 1 0 

71 防災備蓄倉庫（道志村保育所） 2012 7 S  不要 不要 1 0 

72 防災備蓄倉庫（道志の湯） 2013 9 S  不要 不要 1 0 

73 防災備蓄倉庫（長又地区矢の根神社） 2013 9 S  不要 不要 1 0 

74 善之木詰所 2014 21 S  不要 不要 1 0 

75 
大渡防災コミュニティセンター（防災備蓄倉

庫兼一時避難所） 
2015 51 その他  不要 不要 1 0 

76 
野原防災コミュニティセンター（防災備蓄倉

庫兼一時避難所） 
2016 46 その他  不要 不要 1 0 

村営住宅 村営住宅 

77 池の原団地 1989 798 RC  不要 不要 3 0 

78 谷相団地 2005 253 W  不要 不要 2 0 

79 道志村若者定住促進住宅（1） 2010 195 W  不要 不要 2 0 

80 道志村若者定住促進住宅（２） 2011 195 W  不要 不要 2 0 

公園 公園 

81 大室指公衆トイレ 1980 14 CB  未実施 未実施 1 0 

82 和出村公衆トイレ 1981 26 RC  不要 不要 1 0 

83 月夜野公衆トイレ 1984 14 CB  不要 不要 1 0 

84 久保公衆トイレ 1991 7 CB  不要 不要 1 0 

85 山ゆりの里農村公園公衆トイレ 1992 5 CB  不要 不要 1 0 

86 道志村林間広場 倉庫併設公衆トイレ 1992 36 RC  不要 不要 1 0 

87 室久保農村公園公衆トイレ 1996 8 W  不要 不要 1 0 

88 善之木ポケットパーク公衆トイレ 2018 16 W  不要 不要 1 0 

その他 その他 

89 道志村医師住宅 1989 97 W 2009 不要 不要 2 0 

90 ハイツビックマロン 1993 713 RC  不要 不要 3 0 

91 木の駅どうし事務所 2012 10 S  不要 不要 1 0 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ 系

施設 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施

設・観光施設 

92 森のコテージ シャワー室 1990 － －  － － 1 0 

93 森のコテージ トイレ 1990 － －  － － 1 0 

94 森のコテージ 東屋         

合計     21,276       

※ RC：鉄筋コンクリート造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造 CB：コンクリートブロック造 

 S：鉄骨造 W：木造 
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2   施設の数量  

(１)建物の用途別延床面積 

本村の管理する建物の延床面積は21,276㎡であり、平成27年度の国勢調査の人口（1.801

人）一人当たりの延床面積は、11.81㎡となります。これは、全国平均の3.22㎡の約3.67倍と高

い値になっています。建物の内訳を見ると、スポーツ・レクリエーション系施設（37.1％）が最

も高く、以下、学校教育系施設（26.1％）、住民文化系施設（11.8％）が続いています。 

 
 

図 9 用途別の建物面積 

 

 
施設保有量の推移 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

延床面積(m2) 23,800 23,248 21,374 21,926 21,926 21,276 

計画策定時比率(%) 100.0 97.7 89.8 92.1 92.1 89.4 

 

 

 

 

 

  

大分類 
延床面積 

（m2) 

構成比 

(%) 
内訳 

住民文化系 2,515 11.8% 集会施設 

ｽﾎﾟｰﾂ・ 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 
7,900 37.1% 

ｽﾎﾟｰﾂ施設、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観

光施設 

学校教育系 5,540 26.1% 学校、その他教育施設 

子育て支援 616 2.9% 
幼稚園・保育園・こども園、幼

児・児童施設 

保健・福祉 1,148 5.4% 高齢福祉施設 

医療 413 1.9% 医療施設 

行政系 767 3.6% 庁舎等、消防施設 

村営住宅 1,441 6.8% 村営住宅 

公園 126 0.6% 公園 

その他 810 3.8% その他 

合計 21,276 100.0%  
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(２)インフラ施設の保有状況 

インフラ施設の保有状況については以下の通りです。 

表 5 インフラ施設の概要 

施設分類 総延長等 

 
 

道路・橋梁 

◇ 村道 総延長 48,515ｍ、舗装面積 126,815ｍ2 

◇ 林道 総延長 54,098ｍ、舗装面積（算出値）70,862ｍ2 

◇橋梁 73 橋 （村道 48 橋、林道 16 橋、観光 9 橋） 

 

上水道施設 
◇ 管路 導水管 6,303m、送水管 441m、配水管 25,561m 

◇ 上水処理施設 建物延床面積 338ｍ2、貯槽延床面積 365ｍ2 

 

浄化槽 
◇ 浄化槽 539 件 

◇ 排水管 499 件 

光ケーブル ◇  総延長 82ｋｍ 

 

 

(３)過去に行った対策の実績 

平成28（2016）年以降に実施した建物の統廃合等の実績は下記のとおりです。 

 

 施設名 実施年度 概要 

1 
道志村グリーンロ

ッジ 
平成29（2017）年度 今後の利用が見込まれないため取り壊し。 

2 
道志村小学校（旧

校舎）体育館 
平成29（2017）年度 

道志小学校の移転に伴い、学校教育系施設

ではなくなったため、施設の用途変更を行

い、施設名を「道志体育館」とした。 

3 
道志小学校 

（旧校舎） 
平成30（2018）年度 

新耐震基準を満たしておらず、老朽化も進

んでいたため、取り壊し。 

4 馬場教員住宅 平成30（2018）年度 今後の利用が見込まれないため取り壊し。 

5 竹之本公衆トイレ 平成30（2018）年度 今後の利用が見込まれないため取り壊し。 

6 
道志水源の森 

水車小屋 
平成30（2018）年度 今後の利用が見込まれないため取り壊し。 

 
道志村役場 

（本庁舎） 
令和2（2020）年度～ 

道志村公共施設等総合管理計画及び道志村

公共施設長寿命化計画に基づき、令和2年

度に取り壊し、令和３年度以降に庁舎の建

て替えを行う。 
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3   建物の現状と更新費用の将来見通し  

(１)建物の現状 

①  建築年度別整備状況 

建物の整備状況を築年別に見ると、最も古い施設（不明のものを除く）は、1972年度に建設

された中央公民館となっており、次いで1979年度に建設された道志体育館等が古い施設となっ

ています。 

以降、1982年度に善之木体育館、1985年度に唐沢体育館・みなもと体験館、1991年度に道

志の湯、1994年度に屋内プール、1997年度に道の駅など、スポーツ・レクリエーション系施設

が多く建設されています。 

2001年以降は、一時大規模な施設の建設は少なくなりましたが、その後、2008年度にやまゆ

りセンター、2010年度に道志中学校体育館、2015年度に道志中学校、2016年度に道志小学校

と、規模の大きな施設が整備されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10  年度別の建物整備面積 
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表 6 年度別の建物整備面積 

建築 
年度 

大分類 建物名 
施設延床面積

（m2) 
延床面積
計（m2) 

耐震状況 

1972 
住民文化系 道志村中央公民館 650 

680 
改修不要 

行政系 白井平詰所 30 未実施 

1974 住民文化系 月夜野地区公民館 116 116 未実施 

1977 

住民文化系 川原畑生活改善センター 159 

609 

未実施 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志村交流活動センター 429 改修不要 

行政系 戸渡詰所 21 未実施 

1978 
住民文化系 神地林業集会場 159 

323 
未実施 

住民文化系 和出村地区公民館 164 未実施 

1979 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 
道志村水稲育苗センター 208 

977 
未実施 

道志体育館 769 実施済 

1980 
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 室久保魚苗センター 58 

72 
未実施 

公園 大室指公衆トイレ 14 未実施 

1981 公園 和出村公衆トイレ 26 26 新耐震基準 

1982 
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 善之木体育館 710 

736 
改修不要 

行政系 馬場詰所 26 未実施 

1984 公園 月夜野公衆トイレ 14 14 新耐震基準 

1985 
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 唐沢体育館 798 

1,358 
実施済 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 みなもと体験館 560 新耐震基準 

1986 住民文化系 集いの家 197 197 新耐震基準 

1987 
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 

道志水源の森 郷土芸能保存伝承館（野外音

楽堂） 

 

294 516 
新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志水源の森 生産物直売所 222 新耐震基準 

1989 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ 管理棟 105 

1,000 

新耐震基準 

村営住宅 池の原団地 798 新耐震基準 

その他 道志村医師住宅 97 新耐震基準 

1990 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 体育倉庫 12 

166 

新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（1号棟 15人用） 54 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（2号棟 6人用） 23 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（3号棟 4人用） 13 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（5号棟 10人用） 28 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（7号棟 4人用） 13 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（8号棟 4人用） 13 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 志森のコテージ シャワー室 － 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 志森のコテージ トイレ －  新耐震基準 

1991 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志の湯 507 

626 

新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（6号棟 12人用） 31 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（10号棟 10人用） 25 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（11号棟 10人用） 28 新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（12号棟 10人用） 28 新耐震基準 

公園 久保公衆トイレ 7 新耐震基準 

1992 

学校教育系 道志村学校給食センター 217 

258 

新耐震基準 

公園 山ゆりの里農村公園公衆トイレ 5 新耐震基準 

公園 道志村林間広場 倉庫併設公衆トイレ 36 新耐震基準 

1993 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志水源の森 ギャラリー水源の森 381 

1,119 

新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志水源の森 公衆トイレ 25 新耐震基準 

その他 ハイツビックマロン 713 新耐震基準 

1994 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志村スポーツプラザ屋内プール 1,216 1,216 新耐震基準 

1995 
保健・福祉 道志村福祉センター 596 

577 
新耐震基準 

行政系 川原畑詰所 81 新耐震基準 
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建築 
年度 

大分類 建物名 
施設延床面
積（m2) 

延床面積
計（m2) 

耐震状況 

1996 

子育て支援 道志村保育所 493 

576 

新耐震基準 

行政系 月夜野詰所 75 新耐震基準 

公園 室久保農村公園公衆トイレ 8 新耐震基準 

1997 
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志村交流促進施設（道の駅） 685 

777 
新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志村交流促進施設 外トイレ 92 新耐震基準 

1998 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志村特産品加工施設 140 140 新耐震基準 

1999 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（13号棟 8人用） 36 

147 

新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志森のコテージ バンガロー（15号棟 8人用） 36 新耐震基準 

行政系 神地詰所 75 新耐震基準 

2000 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志体験農園施設 115 

264 

新耐震基準 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志水源の森 農林水産物直売 食材提供施設 
（そば道場） 

74 新耐震基準 

行政系 久保詰所 75 新耐震基準 

2004 住民文化系 善之木地区コミュニティーセンター 205 205 新耐震基準 

2005 
行政系 防災備蓄倉庫（道志小学校） 9 

262 
新耐震基準 

村営住宅 谷相団地 253 新耐震基準 

2006 
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 道志村農林水産物処理加工施設豆腐加工所 92 

101 
新耐震基準 

行政系 防災備蓄倉庫（道志中学校） 9 新耐震基準 

2007 

行政系 椿詰所 31 

79 

新耐震基準 

行政系 長又詰所 21 新耐震基準 

行政系 防災備蓄倉庫（みなもと体験館） 9 新耐震基準 

行政系 防災備蓄倉庫（やまゆりセンター） 9 新耐震基準 

行政系 防災備蓄倉庫（道の駅どうし） 9 新耐震基準 

2008 住民文化系 水源の郷やまゆりセンター 865 865 新耐震基準 

2009 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系 みなもと体験館 がんどう庵 70 

599 

新耐震基準 

医療 
道志村国民健康保険診療所・ 
道志村国民健康保険歯科診療所 413 新耐震基準 

行政系 都留市消防署 道志出張所 116 新耐震基準 

行政系 大室指ヘリポート 0 新耐震基準 

2010 
学校教育系 道志中学校体育館 1,161 

1,356 
新耐震基準 

村営住宅 道志村若者定住促進住宅（1） 195 新耐震基準 

2011 
行政系 板橋詰所 21 

216 
新耐震基準 

村営住宅 道志村若者定住促進住宅（２） 195 新耐震基準 

2012 

行政系 
防災備蓄倉庫（道志村国民健康保険診療所・道
志村国民健康保険歯科診療所） 7 

14 
新耐震基準 

行政系 防災備蓄倉庫（道志村保育所） 7 新耐震基準 

その他 木の駅どうし事務所 10  新耐震基準 

2013 
行政系 防災備蓄倉庫（道志の湯） 9 

18 
新耐震基準 

行政系 防災備蓄倉庫（長又地区矢の根神社） 9 新耐震基準 

2014 行政系 善之木詰所 21 21 新耐震基準 

2015 
学校教育系 道志中学校 1,989 

1,989 
新耐震基準 

行政系 
大渡防災コミュニティセンター 
（防災備蓄倉庫兼一時避難所） 51 新耐震基準 

2016 

学校教育系 道志小学校 2,173 

2,342 

新耐震基準 

子育て支援 学童保育所どうしっこ 123 新耐震基準 

行政系 
野原防災コミュニティセンター 
（防災備蓄倉庫兼一時避難所） 46 新耐震基準 

2018 公園 善之木ポケットパーク公衆トイレ 16 16 新耐震基準 

2020 保健・福祉施設 道志村福祉交流センターゆいのわ 552 552 新耐震基準 

2021 行政系 善之木ヘリポート 0 0 新耐震基準 

合計 21,276 21,276  
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② 建物の耐震状況 

1982 年度以降に建築された施設は、新耐震基準に従っており耐震化されています。1981 年

度以前に建築された施設で耐震化実施済、もしくは改修不要のものを除いた延床面積は、929㎡、

全体の4.2％であり、その内訳は道志村水稲育苗センター、などです。 

これら耐震化未実施の施設に関しては、建物の老朽化の状況や利用状況を踏まえ、取り壊しや統

廃合を行い、耐震化未実施延床面積を減らしていきます。 

 

 

図 11 耐震化状況 
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(２)建物の更新費用の将来見通し 

①  更新費用の試算 

本村が所有する建物について、経過年数が31年以上50年までのものについては、大規模改修を

行うこととして計算します。経過年数が 51年以上のものについては、建替え時期が近いため、

大規模改修は行わずに建替えるものとして計算します。 

2021年度現在で、経過年数31年以上の建築物は38件、51年以上の建築物は1件となって

います。そのため2022年度～2023年度の大規模改修費用が大きくなっています。2024年

以降の更新費用が低くなっていることから、更新費用の振り分けを行うことが必要となりま

す。 

2056年までには、大規模改修費用は約32.8億円、建替え費用は約35.7億円、合計約68.5億円

と試算されます。 

 

図 12  建物の更新費用 

 

 

② 更新費用試算の前提条件 

建築時から30年後に大規模改修を実施し、更新年数経過後に現在と同じ延床面積等で更新する

と仮定し、「延床面積×更新単価」によって更新費用を算出しました。 
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●更新年数 

日本建築学会「建物の耐久計画に関する考え方」を参考に、標準的な耐用年数とされる 60 年を

採用することとします。 

 
●更新単価 

総務省公共施設等更新費用試算ソフトの用途別単価を適用することとする。 

 

表 7 用途別の単価 

（単位：万円/㎡） 

施設 大規模改修 建替え 

住民文化系、社会教育系、行政系、医療施設 25 40 

スポーツ・レクリエーション系、保健・福祉施設 20 36 

学校教育系、子育て支援施設、公園 17 33 

村営住宅 17 28 

その他 20 36 

 
 

●費用を計上する年度 

・大規模改修：当該年度および翌年度の２年間で案分 

・更新：当該年度および翌年度、翌々年度の３年間で案分 

・経過年数が 31 年以上 50 年までのもの： 

今後 10 年間で均等に大規模改修を行うとして計算 

・経過年数が 51 年以上のもの： 

建替え時期が近いので、大規模改修は行わずに建替えるものとして計算 

 
※ 建設年度が不明の詰所に関しては、最も古い詰所と同じ建設年度と想定して試算 

 

 

有形固定資産減価償却率の推移 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

有形固定資産

減価償却率(%) 
52.4 53.6 55.9 

 

※有形固定資産減価償却率 ＝ 減価償却累計額／取得価額 

 有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出する

ことで、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを把握することができ

ます。 
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4  インフラ施設の現状と更新費用の将来見通し  

（１） 道路 

 

① 整備状況 

本村が管理している村道の総延長は49,312.4ｍ、舗装面積は127,272ｍ2です。 

 

表 8 村道の整備状況 

 

  

路線 

番号 
路線名 延長(m) 面積(m2) 

舗装面積

(m2) 

1 久保～秋山線 2,199.90 9,698.93 97.63 

2 谷相～池の原線 521.30 2,370.01 100.00 

51 月夜野線 889.50 3,554.89 100.00 

52 中入～小善地線 1,785.00 8,316.41 100.00 

53 馬場線 515.60 2,140.87 100.00 

54 戸渡～谷相線 760.70 3,394.44 100.00 

55 室久保線 4,587.50 24,139.39 61.54 

56 吉原線 104.10 501.46 100.00 

101 月夜野～秋山線 2,296.20 3,450.72 0.00 

102 月夜野環状線 473.70 1,542.99 100.00 

103 下ばけ線 60.30 165.03 100.00 

104 西原線 116.70 371.30 100.00 

105 宮ノ沢～子ツ沢線 157.20 840.23 25.25 

106 大渡線 147.70 392.04 100.00 

107 大渡中線 248.20 620.26 6.16 

108 向平線 241.10 526.83 34.88 

109 久保西線 91.50 237.97 62.51 

110 笹久根線 406.60 1,660.84 97.78 

111 七滝線 741.50 3,369.27 100.00 

112 大室指線 525.20 2,252.09 100.00 

114 大羽根線 452.80 739.25 0.00 

116 大椿線 402.70 1,191.11 75.83 

117 椿～椿沢線 325.70 749.97 49.46 

119 湯本線 228.50 566.94 46.21 

120 荒井沢線 137.40 424.17 5.09 

121 大栗～赤倉沢線 1,571.50 3,448.44 28.50 

122 大栗線 39.60 121.83 100.00 

123 馬場内央線 99.40 226.12 78.67 

124 細入～馬場線 552.50 848.62 0.00 

125 田代線 564.30 2,382.86 38.57 

126 竹之本～宮の沢線 372.80 1,385.57 100.00 

127 竹之本線 100.50 280.83 42.28 

128 大川戸線 64.10 165.50 16.69 

129 向原線 247.30 919.70 100.00 

131 的場線 103.90 360.28 58.90 

133 御堂沢線 244.20 1,037.06 53.64 

134 大久保線 866.70 1,752.89 16.21 

135 岩瀬～谷相線 808.10 3,429.97 100.00 

136 御岳線 136.60 621.94 100.00 

137 境沢線 59.80 270.99 100.00 

 

路線 

番号 
路線名 延長(m) 面積(m2) 

舗装面積

(m2) 

138 葺沢線 781.80 2,229.84 - 

139 池之原線 177.90 984.95 985.00 

140 中尾線 160.00 567.84 568.00 

141 小室久保線 44.80 173.30 173.00 

142 下村線 85.00 260.80 261.00 

143 寺ノ下～大指線 298.80 1,155.41 1,155.00 

144 宮ノ沢線 521.50 1,541.33 18.00 

145 菜畑線 3,472.30 13,879.88 13,626.00 

146 釜の前～野竹沢線 1,151.70 4,171.83 4,172.00 

147 馬橋線 86.90 389.25 389.00 

148 滝原線 720.10 2,559.61 2,560.00 

149 下石原線 222.30 465.75 59.00 

150 石原線 477.00 1,695.98 1,247.00 

152 平久住線 324.90 1,102.26 840.00 

153 山奥線 237.50 532.70 - 

154 登坂線 306.50 599.21 141.00 

155 神地～道坂線 291.60 550.53 - 

156 宮の上線 357.40 562.90 - 

157 道坂線 345.20 1,029.68 840.00 

158 神地沢線 441.40 815.78 - 

159 下中山線 367.20 611.35 12.00 

160 神地向線 337.40 1,121.47 1,121.00 

161 ムジナ線 679.00 2,568.39 2,568.00 

162 向山線 925.40 3,476.38 - 

163 奥三ケ瀬線 900.40 3,403.63 1,461.00 

164 中山～三ケ瀬線 969.50 4,492.28 4,492.00 

165 善之木～三ケ瀬線 745.90 3,770.60 3,771.00 

166 下善之木線 99.10 182.12 - 

167 善之木～水の元線 311.40 1,054.36 1,054.00 

168 津島神社線 25.90 112.89 113.00 

169 草久保線 102.60 270.59 271.00 

170 板橋線 702.80 2,233.12 2,233.00 

171 堰口線 451.10 1,739.46 956.00 

172 白井平～唐沢線 1,490.70 2,804.85 22.00 

173 白井平線 158.60 658.21 658.00 

175 間沢線 133.30 541.87 499.00 

176 長又向線 119.00 238.15 36.00 

177 鳥屋沢線 256.40 1,211.55 1,173.00 

178 西向線 719.20 2,290.23 24.00 

179 長又平線 541.50 1,925.92 - 
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路線 
番号 

路線名 延長(m) 面積(m2) 
舗装面積

(m2) 

180 長沢線 541.80 2,016.47 - 

181 野原線 388.60 983.12 377.00 

182 池の原～室久保線 378.30 723.68 - 

183 三ケ瀬線 136.90 584.68 585.00 

184 平成線 36.20 106.87 107.00 

185 富士見線 106.40 471.88 472.00 

186 道坂天神線 230.00 1,224.20 1,224.00 

187 栗原線 31.10 78.40 78.00 

188 笹久根～久保線 346.00 2,766.69 2,767.00 

189 もてなし線 209.00 813.77 814.00 

190 菅指１号線 91.50 493.55 494.00 

191 堰口２号線 172.20 661.47 211.00 

192 岩瀬線 287.00 794.07 326.00 

193 御正体線 447.20 2,038.02 2,038.00 

194 下向線 689.60 2,334.08 2,334.00 

195 道坂上線 128.70 529.59 530.00 

196 久保線 94.50 440.47 440.00 

197 蜂久保線 208.50 712.47 259.00 

合計  49,312.40 178,219.74 127,272.00 

 

 

 

林道の整備状況は次表のとおりです。 

 

表 9 林道の整備状況 
 

幅員 延長(m) 舗装延長(m) 舗装面積算出(m2) 

4.0m以上 5,121 4,857 19,428 

3.0m 28,090 9,692 29,076 

2.0m 18,640 9,997 19,994 

合計 51,851 24,546 68,498 
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農道の整備状況は次表のとおりです。 

表 10  農道の整備状況 

  

路線番号 延長(m) 
農道面積 

(m2) 
舗装面積 

(m2) 

1 164 519 154 

2 111 149 0 

3 319 253 7 

4 256 1,032 32 

5 111 310 244 

6 245 923 801 

7 143 104 0 

8 108 129 0 

9 165 597 516 

10 297 571 19 

11 190 792 697 

12 743 3,270 2,853 

13 122 335 0 

14 197 550 0 

15 392 1,589 476 

16 171 198 0 

17 357 1,207 1,028 

18 95 405 46 

19 245 779 495 

20 83 280 238 

21 197 662 522 

22 372 1,336 1,152 

23 154 621 17 

24 74 200 87 

25 283 1,180 625 

26 85 349 308 

27 490 1,533 1,292 

28 30 113 98 

29 20 45 45 

30 99 322 237 

31 55 177 150 

32 205 676 215 

33 139 454 385 

34 72 248 212 

35 127 423 359 

36 144 563 496 

37 467 1,623 1,430 

38 412 1,556 1,350 

39 217 763 654 

40 108 322 282 

 

路線番号 延長(m) 
農道面積 

(m2) 
舗装面積 

(m2) 

41 346 1,123 950 

42 210 858 608 

43 299 1,093 943 

45 80 284 0 

46 756 2,637 2,271 

47 87 261 59 

48 58 212 30 

49 166 538 455 

50 407 1,352 1,149 

51 115 344 5 

52 925 3,786 3,317 

54 61 289 258 

55 107 413 360 

57 142 538 467 

58 86 321 275 

59 86 396 342 

60 90 325 0 

61 42 92 71 

62 889 4,213 3,538 

63 298 1,453 1,174 

64 137 479 315 

65 578 2,620 2,344 

66 156 1,149 823 

67 127 524 397 

68 153 601 126 

69 248 974 850 

70 217 916 808 

71 77 302 70 

72 136 556 488 

73 185 682 535 

74 212 987 378 

75 60 240 0 

76 239 1,164 1,038 

77 795 3,622 3,232 

78 160 545 456 

79 647 2,727 2,403 

80 94 350 0 

81 243 778 648 

82 153 700 624 

83 128 501 501 

84 72 220 0 

合計 18,324 68,322 49,831 
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② 将来の更新費用の見通し 

道路の総舗装面積は、245,601㎡であり、更新年数は30年であるため、8,186.7㎡を１年

当たりの更新面積とします。更新費用は年間3,847.7万円となり、今後、35年間の更新費用

総額は13.47億円と推計されます。 

 

 

図 13  道路の更新費用 

 
 

道路に関しては、路線ごとに一度に更新するものではなく区間ごとに更新していくため、年度別

に詳細な更新費用を把握するのではなく、更新対象面積を舗装部分の更新（打換え）年数で割った

ものを、１年間の更新量と仮定し、「対象舗装面積を更新年数で割った面積×更新単価」によ

って1年間の更新費用を算出しました。 

 

 

●更新年数 

本村での実態にあわせ、30年を採用することとします。 

 
●更新単価 

総務省公共施設等更新費用試算ソフトの単価を適用し、4,700円/ｍ2とします。 
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(２)橋梁 

① 整備状況 

本村が管理している橋梁は83件あり、総面積は6,637.37ｍ2です。そのうち、48本が村道に、

10本が農道に、16本が林道にかかる橋、9本は観光用の橋となっています。 

 

表 11  橋梁の整備状況概要 

種別 数量（本） 面積(m
2
) 

村道 48 3,010.38 

農道 10 1,939.65 

林道 16 881.40 

観光 9 805.94 

合計 83 6,637.37 

 

表 12  橋梁の整備状況（林道） 
 

No. 橋名 路線名 所在地 架設年次 
橋長 
（ｍ） 

径間数 
幅員（ｍ） 面積 

（ｍ2) 車道 路肩 有効幅員 総幅員 

1 椿二の橋 椿線 道志村字大室指地内 昭和47年 14.4 1 3.6  3.6 4.3 51.84 

2 椿三の橋 椿線 道志村字大羽根地内 昭和63年 16.5 1 3.0  3.0 3.8 49.50 

3 椿沢橋 椿線 道志村字小椿地内 平成6年 17.4 1 3.0  3.0  52.20 

4 柿平橋 戸渡線 道志村字小善地地内 昭和46年 10.0 1 3.6  3.6 4.4 36.00 

5 落合橋 西沢線 道志村字田代地内 昭和51年 20.5 1 3.6  3.6  73.80 

6 水晶橋 西沢線 道志村字竹の本地内 昭和54年 16.0 1 4.0  4.0  64.00 

7 無名 掛水線 道志村字池之原地内 昭和58年 8.5 1 4.0  4.0  34.00 

8 無名 御正体線 道志村字小室久保地内 昭和44年 11.8 1 3.6    42.48 

9 無名 御正体線 道志村字中尾地内 昭和46年 6.8 1 3.6  3.6 3.9 24.48 

10 ずさ天橋 桐久保線 道志村字室久保地内 昭和56年 20.0 1 4.0  4.0 4.4 80.00 

11 道坂橋 道坂線 道志村字室久保地内 昭和62年 15.5 1 3.0  3.0 3.6 46.50 

12 入道沢橋 富士東部（南）線 道志村字谷相地内 昭和61年 11.4 1 5.0  6.0 6.7 57.00 

13 赤倉沢橋 富士東部（南）線 道志村字滝原地内 不明 14.5 1 5.0  5.5 6.1 72.50 

14 細入橋 田代椿線 道志村字石原地内 昭和50年 14.5 1 3.0  3.0 3.8 43.50 

15 平成橋 田代線 道志村字矢崎地内 平成7年 25.8 1 4.0  4.0 5.0 103.20 

16 魚止橋 越路線 道志村字矢崎地内 昭和52年 12.6 1 4.0  4.0 4.8 50.40 

 合計          881.40 

 

表 13  橋梁の整備状況（農道） 

No. 路線番号 区割線番号 
橋長 
（ｍ） 

面積 
（ｍ2) 

1 12 20 80.0 320.00 

2 32 1000 35.0 105.00 

3 37 60 32.1 96.30 

4 37 370 42.1 147.35 

5 40 100 28.4 79.52 

6 52 280 16.2 64.80 

7 65 160 25.0 100.00 

8 66 20 110.0 770.00 

9 77 60 27.6 118.68 

10 82 30 34.5 138.00 

  合計 430.90 1,939.65 
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表 14  橋梁の整備状況（村道） 

 

No. 名称 現況面積（㎡） 台帳面積（㎡） 
取得価額（円） 

※不明の場合は０ 
建設年月日 

1 谷相橋 89.28 89.28 12,400,000 1971年3月31日 

2 砂原橋 106.68 106.68 12,700,000 1972年3月31日 

3 椿沢橋 44.00 44.00 5,500,000 1971年3月31日 

4 千代橋 133.00 133.00 19,000,000 1967年12月31日 

5 櫓沢橋 28.80 28.80 6,400,000 1971年3月31日 

6 池之原橋 142.24 142.24 20,320,000 1974年3月31日 

7 一之橋 162.45 162.45 14,250,000 1998年3月31日 

8 白石橋 161.28 161.28 12,800,000 1998年3月31日 

9 岩花橋 55.80 55.80 12,400,000 1973年3月31日 

10 曲沢橋 19.20 19.20 3,840,000 1967年3月31日 

11 割石橋 28.00 28.00 5,600,000 1967年3月31日 

12 白鳥橋 28.80 28.80 5,760,000 1967年3月31日 

13 石原橋 113.05 113.05 0 不明 

14 上沢橋 3.43 3.43 0 不明 

15 後沢橋 5.84 5.84 0 不明 

16 宮下橋 43.20 43.20 7,680,000 1959年3月31日 

17 子沢橋 49.95 49.95 8,800,000 1962年5月31日 

18 大室橋 120.00 120.00 20,000,000 1978年3月31日 

19 柳瀬橋 115.50 115.50 26,400,000 1969年2月28日 

20 金山橋 5.76 5.76  1981年3月31日 

21 池之下橋 7.20 7.20 0 不明 

22 田代橋 74.88 74.88 18,720,000 1968年11月30日 

23 大川戸橋 136.00 136.00 17,000,000 1972年3月31日 

24 御岳橋 19.44 19.44 0 不明 

25 小室久保橋 77.04 77.04 17,120,000 1972年2月28日 

26 馬橋 102.24 102.24 22,720,000 1968年3月31日 

27 住吉橋 28.20 28.20 0 不明 

28 中之沢橋 3.78 3.78 54,000 1978年7月31日 

29 中山橋 230.40 230.40 25,600,000 2009年6月30日 

30 むじな橋 38.64 38.64 5,520,000 2010年3月31日 

31 堤橋 55.20 55.20 14,720,000 1973年3月31日 

32 水之元橋 11.44 11.44 0 不明 

33 三正橋 28.56 28.56 0 不明 

34 善之木橋 123.60 123.60 24,720,000 1972年3月31日 

35 前ノマ橋 10.50 10.50 2,400,000 1982年3月31日 

36 中ノマ橋 17.76 17.76 3,840,000 1982年3月31日 

37 橋元橋 69.00 69.00 18,400,000 1999年8月31日 

38 マオー沢橋 34.30 34.30 7,840,000 1988年3月31日 

39 長田橋 14.40 14.40 3,840,000 1987年3月31日 

40 板橋 102.00 102.00 20,400,000 1971年3月31日 

41 白井橋 73.80 73.80 16,400,000 1971年3月31日 

42 間沢橋 29.16 29.16 6,480,000 1992年3月31日 

43 向橋 34.74 34.74 15,440,000 1993年3月31日 

44 油沢橋 4.00 4.00 0 不明 

45 長沢橋 66.24 66.24 14,720,000 1973年3月31日 

46 鳥屋橋 24.00 24.00 13,440,000 1999年3月31日 

47 御正体橋 37.60 37.60 0 不明 

48 上善橋 100.00 100.00 0 2006年5月31日 

 合計 3,010.38 3,010.38   
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表 15  橋梁の整備状況（観光） 

 

No 橋名 路線名 所在地 架設年次 
橋長 

（ｍ） 

径間
数 

幅員（ｍ） 面積 
（ｍ2) 種類 備考 

有効幅員 総幅員 

1 野原の吊り橋  道志村字野原地内 昭和57年 76.0 1 1.5 1.9 144.40 吊り橋 野原の吊り橋 

2 久保の吊り橋  道志村字久保地内 昭和61年 71.0 1 1.3 1.8 127.80 吊り橋 久保の吊り橋 

3 かっぱ橋 神地向線 道志村字神地地内 平成12年 35.5 1 1.5 2.4 85.20 吊り橋 かっぱ橋[道の駅] 

4 水源橋 馬場線 道志村字馬場地内 昭和62年 45.0 1 1.8 3.1 139.50 木橋 水源橋[水源の森：進入路] 

5 護安橋  道志村字馬場地内 昭和62年 27.7 1 1.8 3.1 85.87 木橋 護安橋[水源の森：ﾊﾞﾍﾞｰｷｭｰ場遊歩道] 

6 修心橋 向原線  昭和62年 27.0 1 2.2 3.4 91.80 不明 修心橋[水源の森：大栗～馬場遊歩道] 

7 未名 向山線 道志村字神地地内 平成12年 12.9 1 2.0 2.3 29.67 木橋 神地ふれあい遊歩道 

8 未名  道志村字久保地内 不明 28.0 1 1.3 1.8 50.40 吊り橋 笹久根の吊り橋[笹久根堰堤] 

9 未名 室久保線 道志村字室久保地内 平成9年 19.0 1 2.6 2.7 51.30 木橋 室久保農村公園 

 合計        805.94   

 
 

② 将来の更新費用の見通し 

橋梁の総面積は6,637.37ｍ2であり、更新年数は60年であるため、110.6ｍ2を１年当たりの

更新面積とします。更新費用は年間4954.9万円となり、今後、35年間の更新費用総額は

17.34億円と推計されます。 

 

 

図 14  橋梁の更新費用 

 

現状の総面積を更新年数で割った面積を１年間の更新量と仮定し、 

「対象面積を更新年数で割った面積 × 更新単価」によって算出しました。 

 
●更新年数 

法定耐用年数の60年を採用することとします。 

●更新年数 

総務省公共施設等更新費用試算ソフトの単価を適用し、44.8万円/ｍ2とします。  
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(３)上水道 

① 整備状況 

上水道関連施設として、管路・建物・施設（機械含む）に関して整理します。 

 

表 16  上水道施設（管路）整備延長 
 

地区 管種 用途 延長（m） 備考 

白井平 
簡易水道 

鋳鉄管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

鋼管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

硬質塩化 
ビニル管 

導水管 708 50mm 

送水管 0  

配水管 1,680 100mm=627m 75mm=1,053m 

ポリエチレン管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

板橋善之木 
簡易水道 

鋳鉄管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

鋼管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

硬質塩化ビニル管 

導水管 550 50mm=550m 

送水管 0  

配水管 2,378 125mm=155m 100mm=1,455m 75mm=768m 

ポリエチレン管 

導水管 1,870 40mm=1,870m 

送水管 0  

配水管 0  

神地川原畑 
簡易水道 
神地給水区 

鋳鉄管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

鋼管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 148 
150mm=66.9m 100mm=22m 75mm=22m 50mm=26.9m 

30mm=10.4m全てステンレス鋼管 

硬質塩化 
ビニル管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 6,554.9 
150mm=1884.9m 100mm=1652.1m 

75mm=1773.6m 50mm=1229.2m 30mm=15.1m 

ポリエチレン管 

導水管 300 75mm=300m 

送水管 0  

配水管 241 30mm=106.2m 25mm=134.8m 

神地川原畑 
簡易水道 

川原畑給水区 

鋳鉄管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

鋼管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

硬質塩化 
ビニル管 

導水管 10 75mm=10m 

送水管 0  

配水管 2,475 150mm=445m 75mm=2,030m 

ポリエチレン管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  
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地区 管種 用途 延長（m） 備考 

長幡簡易水道 
第1給水区 

鋳鉄管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

鋼管 

導水管 0  

送水管 12 50mm=12m 

配水管 155 125mm=14m 75mm=141m 

硬質塩化 
ビニル管 

導水管 350 75mm=350m 

送水管 0  

配水管 3,315 125mm=674m 100mm=862m 75mm=1,779m 

ポリエチレン管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

長幡簡易水道 
第2給水区 

鋳鉄管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

鋼管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 1,339 150mm=27m 100mm=1,222m 75mm=90m 

硬質塩化 
ビニル管 

導水管 740 100mm=350m 50mm=390m 

送水管 6 100mm=6m 

配水管 2,127 150mm=362m 100mm=629m 75mm=1,136m 

ポリエチレン管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

久保月夜野 
簡易水道 

鋳鉄管 

導水管 0  

送水管 423 75mm=423m→ダクタイル鋳鉄管 

配水管 450 75～100mm=450m→ダクタイル鋳鉄管 

鋼管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 0  

硬質塩化 
ビニル管 

導水管 0  

送水管 0  

配水管 2,838 50～100mm=2,838m→HIVP 

ポリエチレン管 

導水管 1,775 75mm=1,775m→80mは水管橋 

送水管 0  

配水管 1,860 75～100mm=1,860m 

合計 32 ,305  

 
 

表 17  上水道施設（管路）整備状況まとめ 

 

種類 管径 整備延長（m） 

導水管 
～300mm未満 6,303.0 

300～500mm未満 0.0 

送水管 
～300mm未満 441.0 

300～500mm未満 0.0 

配水管 
～150mm以下 25,561.1 

～200mm以下 0.0 
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上水道関連建物の整備状況は次のとおりです。 

 
 

表 18  上水道関連建物の整備状況 

 

資産名称 地番 枝番 構造 延床面積（㎡） 取得年月日 
取得価額（円） 

※不明の場合は０ 

白井平配水棟 12130  鉄骨造 6.25 1972年3月15日 0 

板橋配水棟 11382  鉄骨造 6.25 1973年3月31日 0 

神地増圧ﾎﾟﾝﾌﾟ室1 9705   2.70 2011年1月1日 223,000 

神地増圧ﾎﾟﾝﾌﾟ室2 10154   2.70 2011年1月1日 223,000 

川原畑配水棟 8460  鉄骨造 6.25 1968年3月31日 0 

長幡第1浄水棟 6750 乙 鉄骨造 91.00 1991年7月31日 26,487,000 

長幡第1配水棟 6750 乙 鉄骨造 6.25 1975年9月30日 0 

長幡第2配水棟（旧） 5508  鉄骨造 6.25 1975年9月30日 0 

長幡第2井戸ﾎﾟﾝﾌﾟ室（旧） 5535 1  2.25 1998年3月30日 0 

長幡第2浄水棟（新） 5440  鉄骨造 88.00 2016年2月5日 23,157,000 

長幡第2増圧ﾎﾟﾝﾌﾟ室No.1（新） 5944 2  14.00 2016年2月5日 1,728,000 

長幡第2増圧ﾎﾟﾝﾌﾟ室No.2（新） 5904 3  4.99 2016年2月5日 957,000 

大室指滅菌室 3064  鉄骨造 2.25 1992年3月31日 1,832,000 

大渡浄水棟 1406  鉄骨造 99.00 2002年3月31日 28,000,000 

 合計   338.14   



 
第三章 施設の現状と将来見通し 

40 

上水道関連施設（機械含む）の整備・導入状況は次のとおりです。 

 

表 19  上水道関連施設（機械含む）の整備状況 
 

資産名称 地番 枝番 工作物種目 
現況面積 
（㎡） 

建設年月日 
取得価額（円） 

※不明の場合は０ 

白井平沈砂池 不明  池井 2.25 1972年3月15日 0 

白井平配水池 12130  貯槽 24.00 1972年3月15日 1,330,000 

白井平塩素注入機械 12130  その他  2010年3月31日 150,000 

板橋沈砂池 不明  池井 1.00 1973年3月31日 0 

板橋配水池 11382  貯槽 6.25 1973年3月31日 0 

板橋塩素注入機 11382  その他  2015年1月19日 120,000 

神地取水堰（沈砂池含む） 9075  その他 3.00 2008年11月28日 3,226,000 

神地配水池（浄水棟含む） 9045  貯槽 136.64 2008年11月28日 20,072,000 

神地電気設備 9045  浄化装置  2008年11月28日 15,442,000 

神地機械設備 9045  浄化装置  2008年11月29日 69,074,000 

神地増圧ポンプNo.1 9705  その他  2011年1月1日 8,515,000 

神地増圧ポンプNo.2 10154  その他  2011年1月1日 8,515,000 

長幡第1取水堰 6751  その他  1975年9月30日 1,081,000 

長幡第1井戸No.1 6754  池井  1999年7月20日 1,029,000 

長幡第1井戸No.2 6754  池井  2013年10月31日 630,000 

長幡第1沈砂池 6754  池井 20.00 1975年9月30日 0 

長幡第1配水池 6750  貯槽 28.00 1977年11月30日 3,214,000 

長幡第1ﾊﾟﾈﾙﾀﾝｸ配水池 6750  貯槽 24.00 不明 0 

長幡第2取水堰 5484 2 その他  1977年11月30日 2,239,000 

長幡第2沈砂池 5484 2 池井 19.20 不明 7,232,000 

長幡第2配水池（旧） 5508  貯槽 24.50 1977年11月30日 3,214,000 

長幡第2配水池（新） 5441 2 貯槽 36.30 2016年2月5日 20,735,000 

長幡第2電気設備 5440  浄化装置  2016年2月5日 18,021,000 

長幡第2機械設備 5440  浄化装置  2016年2月5日 95,040,000 

長幡第2増圧ポンプNo.1 5944 2 その他  2016年2月5日 8,816,000 

長幡第2増圧ポンプNo.2 5904 3 その他  2016年2月5日 13,280,000 

長幡第2増圧ポンプNo.3（建屋込） 5054 5 その他 14.00 平成28年中 29,536,000 

長幡第2減圧槽（新） 4047 3 貯槽 6.00 2016年中 19,200,000 

大室指井戸 3084  池井  2005年8月11日 1,365,000 

大室指配水池 3064  貯槽 42.25 1989年3月31日 9,159,000 

大室指塩素注入機 3064  その他  2010年3月31日 150,000 

大渡取水堰 1044 1 その他  1998年3月27日 7,271,000 

大渡沈砂池 1044 1 池井 26.40 1998年3月27日 1,710,000 

大渡配水池 1482  貯槽 34.93 1998年3月27日 19,269,000 

大渡電気設備 1406  浄化装置  1998年3月27日 7,372,000 

大渡機械設備 1406  浄化装置  1998年3月27日 112,044,000 

大渡減圧槽 97  貯槽 2.25 1998年3月27日 不明 
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② 将来の更新費用の見通し 

今後、35年間の更新費用総額は約27.7億円となり、年平均更新費用は0.79億円と推計され

ます。 

 

 

図 15  上水道の更新費用 

 

配水管に関しては、総延長を更新年数（40年）で割った延長を更新すると仮定し、 

「管路延長×更新単価」によって更新費用を算出しました。 

配水池など上水道処理施設に関しては、建物と同様に、建築時から30年後に大規模改修を実施

し、更新年数経過後に現在と同じ延床面積で更新すると仮定し、 

「延床面積×更新単価」によって更新費用を算出しました。 

機械装置に関しては、15年毎に、現状での取得価額と同じ金額がかかるとして更新費用を算出

しました。 

 
●更新年数 

配水管に関しては、本村での実態にあわせ、60年を採用することとします。 

配水池などの上水処理施設に関しては、建物と同じく、30年後に大規模改修、60年後に更

新するものとして算出しました。 
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●更新単価 

総務省公共施設等更新費用試算ソフトの単価を適用し、導水管・送水管に関しては100千円/

ｍ（管径300ｍｍ未満の場合）、配水管に関しては97千円/ｍ（管径150ｍｍ以下の場合）、

配水池などの上水処理施設に関しては、20万円/ｍ2（大規模改修時）・36万円/ｍ2（更新時）

とする。 

 
●費用を計上する年度 

配水池などの上水処理施設に関しては、建物と同じく、下記のとおりとする。 

 

 大規模改修：当該年度および翌年度の２年間で案分 

 更新：当該年度および翌年度、翌々年度の３年間で案分 

 経過年数が31年以上50年までのもの：今後10年間で均等に大規模改修を行うとして計算 

 経過年数が51年以上のもの： 

建替え時期が近いので、大規模改修は行わずに建替えるものとして計算 
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(４)浄化槽 

① 整備状況 

本村が管理している浄化槽は、596件あり、その取得価額は約8.6億円となります。また、排

水管は558件あり、その取得価額は約3.37億円です。 

浄化槽・排水管の合計取得金額は11.99億円となっています。 

 

表 20  浄化槽関連施設整備状況 
 

種別 件数 取得価額（円） 

浄化槽 596 861,291,173 

排水管 558 337,368,625 

合計 1,154 1,198,659,798 

 

② 将来の更新費用の見通し 

今後、35年間の更新費用総額は約28億円と推計され、年平均更新費用は7,991万円となりま

す。 

 

図 16  浄化槽関連施設の更新費用 

 

現状の取得価額を更新年数で割った金額を１年間の更新金額と仮定し算出しました。 

 

● 更新年数 

耐用年数として浄化槽・排水管ともに 15 年を採用することとします。 
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(５)光ケーブル 

① 整備状況 

本村が管理している光ケーブルは、延長約 82km あり、総事業費は約 3.89 億円となりま

す。 

 

表 21  光ケーブル関連施設整備状況 

敷設時期 延長 総事業費（千円） 

2010年7月 約82km 388,710 

 

 
②  将来の更新費用の見通し 

今後、40年間の更新費用総額は5.18億円と推計され、年平均更新費用は1,296万円となりま

す。 

 

 

図 17  光ケーブル関連施設の更新費用 

 

現状の取得価額を更新年数で割った金額を１年間の更新金額と仮定し算出しました。 

 

● 更新年数 

電力用ケーブルの耐用年数の目安を参考に、光ケーブルの耐用年数として30年を採用する

こととします。 
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5  更新費用の整理  

(１)建物・インフラ施設の合計 

建物・インフラ施設の全てを考慮した場合、今後35年間の更新費用総額は160.3億円と推計さ

れ、年平均更新費用は4.58億円となります。 

 

図 18  更新費用の合計（建物・インフラ施設） 

 

 

(２)インフラ施設合計 

インフラ施設（道路・橋梁・上水道・浄化槽・光ケーブル）だけで見た場合、今後35年

間の更新費用総額は91.0億円と推計され、年平均更新費用は2.6億円となります。 

 

 

図 19 更新費用の合計（インフラ施設） 

  
5 
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(３)一般会計該当分の合計（ 建物・道路・橋梁・光ケーブル） 

一般会計で対応することになる建物・道路・橋梁・光ケーブルに限定した場合、今後35年間の

更新費用総額は104.7億円と推計され、年平均更新費用は3.0億円となります。 

 

 

図 20  更新費用の合計（一般会計該当分：建物・道路・橋梁・光ケーブル） 
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6  長寿命化対策を反映した場合の更新費用の見通し  

（１） 効果額の算定方法 

本計画では、建物の更新費用については、建築後30年を経た段階で大規模修繕を行い、法定耐

用年数の60年で建て替えを行うこととされています。この法定耐用年数経過時に行う更新を「単

純更新」として更新費用を算出します。一方、法定耐用年数経過時に診断を行い、更に使用が可

能であれば長寿命化対策を行って80年まで長期使用する場合を「長寿命化更新」として更新費用

を算出します。インフラ施設については、更新対象面積を更新年数で割った量を１年間の更新量

と仮定し更新費用を算出するため、長寿命化は想定しないこととします。 

単純更新と長寿命化更新の比較により、長寿命化による効果額を算定します。 

 

(２)建物の更新費用 

建物の更新費用では、今後35年間の単純更新費用の総額は68.5億円、また長寿命化更新費用

の総額は53.8億円と推計されます。 

 

 

図 21  単純更新費用の合計（建物） 
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図 22  長寿命化更新費用の合計（建物） 

 

 

(３)建物とインフラ施設の合計更新費用 

建物・インフラ施設の全てを考慮した場合、今後35年間の単純更新費用の総額は160.3億円と

推計されます。また長寿命化更新費用の総額は145.6億円と推計されます。従って、長寿命化に

よる効果額は－14.7億円となります。 

 

 

図 23  単純更新費用の合計（建物・インフラ施設） 
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図 24  長寿命化更新費用の合計（建物・インフラ施設） 
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1  基本的な考え方  

今後、公共施設等の老朽化は急速に進行し、次々に大規模な修繕や更新（建替え）の時期を

迎えることとなります。 

一方、少子高齢化と人口減少が今後進むことを見据えれば、将来の財政状況は厳しさを増すこ

とが予想され、現在ある公共施設等の量や質をそのまま維持することは難しくなる恐れがありま

す。 

このような状況を踏まえ、公共施設等を的確に管理していくためには、個々の施設ごとにニー

ズや維持管理方法を検討するだけではなく、公共施設等の全体最適化を図ることが重要といえま

す。 

このため、本村の公共施設等の管理に関する基本方針を定め、その上で、各施設の管理方法を

検討していくこととします。 

 
 

2  歳出の見通し  

公共施設維持の財源にあたる投資的経費に関して、直近の平成28年度から令和2年度まで

の投資的経費の歳出から見通しを算出します。５年間の歳出を見ると、平成28年度は道志

小学校の建設があり特別に歳出が大きくなっています。そのため、平成28年度を除外し、

平成29年度から令和2年度までの4年間の平均を求めることとしました。この平均値27,950万

円を今後の投資的経費の規模を考える際の基本にすることとします。 

 

 

出典：道志村資料 

図 25 一般会計歳出決算の推移（H28～R2） 
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一方、本村では今後、人口が減少していくことが想定されており、人口が減少すれば税収も

減少するため、捻出できる投資的経費の規模にも影響が及びます。 

本計画の計画終了年に近い2055年の将来人口推計値は、人口ビジョンによれば1,578人

（2015年を100％とすると88％）となります。また、人口減抑制対策を何も行わなかった場

合に想定する社人研推計では1,050人（2015年の58％）、それよりは人口減が抑制されるシ

ミュレーション1では1,237人（2015年の69％）と推計されています。 

 

表 22 将来人口の見込み 

 

ケース 人口（人） 
現状に対する

比率 

現状（2015年） 1,801 100% 

将来推計 

（２０５５年） 

人口ビジョン実現時 1,578 88% 

シミュレーション1 1,237 69% 

社人研推計 1,050 58% 

 

 

● 将来推計の条件 

シミュレーション 1： 社人研推計をベースに、合計特殊出生率が2020年に1.5、2025年

に1.8、2030年に2.1まで上昇すると仮定した場合。 

 

人口ビジョン： 社人研推計をベースに合計特殊出生率が2020年に1.58、2025年

に1.77、2030年に1.96、2035年に2.15、2040年に2.36ま

で上昇し、かつ社会増に転じると仮定した場合。 

 

 

今後、さまざまな対策を行い、人口ビジョンの実現を目指していくことになりますが、公共

施設等の維持に充当できる財源に関しては、人口ビジョンどおりの人口が将来的に確保できな

い場合にも備えて、慎重な検討を行うことが望まれるため、ここでは、シミュレーション1程

度の将来人口（現状の約7割）となる場合を想定して、検討を進めます。 

実際には、人口の減少率が、そのまま税収や投資的経費の減少率になるわけではありません

が、ここではおおまかな規模感を把握するために単純化し、将来的に捻出できる投資的経費は、

現状の約7割程度と仮定します。 

現状の投資的経費の規模は、3.92億円（平成23年度～25年度の平均）であるため、この

7割にあたる2.74億円程度を、将来的に捻出できる投資的経費と捉えることにします。 
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3  投資的経費と更新費用の規模  

本村の管理する建物の延床面積は21,276ｍ2です。これらや道路・橋梁などのインフラを維

持・更新していくためには、年平均で3.4億円の更新費用が必要となります。 

 

 

図 26  更新費用の合計（一般会計該当分：建物・道路・橋梁・光ケーブル）（再掲） 

 

しかし、将来的に捻出できる投資的経費は 2.74 億円程度のため、利用状況に応じて公共施

設を選別し、必要な施設のみ維持・更新していく必要があります。 

現状では、多くの建物は村民生活等に有効に利用されており、今後も維持・更新していくこ

とになりますが、中には今後利用が見込まれない施設や、安全性の問題等から、今後の取り扱

いを検討しなくてはならない施設があります。 
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4  施設別の基本方針  

(１)建物 

① 総量（総延床面積）の縮減 

建物を維持するための費用は、施設の総延床面積と密接な関係があり、総延床面積が多いほ

ど、多額の費用が必要となります。 

このため、人口減少に伴う税収の減少にあわせて、建物の総量（総延床面積）を縮減するこ

とが考えられます。 

本村の施設の多くは有効利用されており、縮減できる延床面積は限られますが、ケーススタ

ディの結果も踏まえ、建物の総延床面積の 

縮減目標を40年間で20％とします。 
 

 

 

総量縮減を実現するために、 

・新規の施設を整備する際には、施設の複合化・集約化・統廃合を視野に入れて整備手法

を検討します。 

・建設から一定期間を経過した施設は適宜点検・診断を実施し、建設から30年を超えるも

ので長期の活用が見込まれない場合は、廃止を基本とします。 

・廃止した施設で、売却・貸付などが見込めない場合は、老朽化による破損等によって周

辺の環境・治安に悪影響を与えないよう、取り壊しを基本とします。 

 
② ライフサイクルコスト1の縮減 

重大な損傷や致命的な損傷となる前に予防的修繕を実施し、健全な状態を維持しながら長寿

命化を図ることでライフサイクルコストを縮減します。 

建替周期は大規模改修工事を経て60年とし、その時点で診断を行い更に使用が可能であれ

ば、長寿命改修工事を行って80年まで長期使用しコストを削減することも検討します。 

  

 
1 建築物等の企画・設計から、それを建設し運用した後、取り壊すまでの間に費やされる費用 
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図 27 ライフサイクルコスト縮減のイメージ 

 

 

③ 指定管理者や PFI2等の PPP 手法3の活用 

様々な資金やノウハウを持つ民間事業者の活力を活かし、施設整備、更新、維持管理、運

営をより効果的かつ効率的に行います。 

  

 
2 Private Finance Initiative：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及

び技術的能力を活用して行う手法 
3 Public Private Partnership：公共サービスに市場メカニズムを導入することを旨に、サービ

スの属性に応じて民間委託、PFI、独立行政法人化、民営化等の方策を通じて、公共サービスの効

率化を図ること 
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(２)インフラ施設 

① ライフサイクルコストの縮減 

本村における、道路・橋梁・上水道・下水道といったインフラは、一定水準の整備がされてき

たといえ、今後は、新規整備から維持・メンテナンスに比重が移っていくと考えられます。 

 建物については、機能の統合や複合化、廃止などにより、総量を削減し、修繕・更新コストを

抑制することは可能ですが、インフラ施設については、一度整備や布設した道路や橋梁、上下

水道管を廃止し、総量を削減していくことは現実的ではありません。 

 そこで、重大な損傷や致命的な損傷となる前に予防的修繕を実施し、健全な状態を維持しなが

ら長寿命化を図ることでライフサイクルコストを縮減します。 

 

② 各インフラ施設の管理の方向 

＜道路＞ 

重要度の高い道路は点検・診断に応じたメンテナンスを行い、計画的な予防保全型の維持管理

に努め、更新費用の平準化、施設の長寿命化を図ります。 

重要度の低い道路については、従来どおりの事後保全型の維持管理とし、修繕の必要性が発生

した場合には迅速な対応を図ります。 

 

＜橋梁＞ 

橋梁点検・診断に応じたメンテナンスを行い、計画的な予防保全によるコスト効率性の向上を

図ります。特に橋りょうの事故は人命に関わるため、予防保全型の修繕に努め、メンテナンスサ

イクルを実施し、道路利用者の安全性の確保及び更新費用の平準化を図ります。 

 

＜上水道＞ 

現状の施設及び設備の分析を行い、今後の施設更新・修繕費の発生を推測するとともに、長期

的な設備投資計画を策定し費用の平準化を図ります。 

 

＜浄化槽＞ 

施設の修繕や保守点検を行い、将来に必要な更新や計画を検討し、施設の長寿命化及び費用の

平準化を図ります。 

 

 

＜光ケーブル＞ 

デジタルディバイド（情報格差）解消のため、村内全域に張り巡らされている光ファイバー

幹線の修繕、保守点検を行うとともに、ユニバーサルサービス化に向けた働きかけを行うこと

で費用の平準化、施設の長寿命化を図ります。 
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5  建物の類型ごとの管理に関する基本方針  

(１)住民文化系施設 

本類型には「水源の郷やまゆりセンター」、「道志村中央公民館」、「善之木地区コミュニテ

ィセンター」等の集会施設が該当します。 

地区公民館は、老朽化が進んでいる施設も多いことから、いずれ廃止する方向で調整を行いま

す。しばらくは小規模な修繕を行いつつ、集約化を図っていきます。 

特に「道志村中央公民館」については、躯体の劣化が進行していることから、長寿命化改修

を実施するには費用対効果が低く、建て替えが適当と考えられます。隣接する役場庁舎の建替

え工事期間は仮庁舎となることから、新庁舎建替え後に、解体を行い、新庁舎を増築する形で

公民館機能を持たせます。 

 

(２)スポーツ・レクリエーション系施設 

本類型には「道志村交流促進施設（道の駅）」、「道志の湯」、「道志森のコテージ」等が

含まれます。 

これらの施設は、本村の主要産業でもある観光の振興をはかるために重要な施設であるため、

利用動向を見ながら維持・更新を図っていきます。 

また、「道志村スポーツプラザ屋内プール」に関しては、規模も大きいため、建て替えや長寿

命化対策を視野に、今後の取り扱いについて慎重に検討していきます。 

 

(３)学校教育系施設 

本類型には「道志小学校」、「道志中学校」の学校施設及び体育館等の体育施設が含まれます。 

 

① 学校施設 

学校施設は、児童・生徒が日常的に使用する施設であるため、耐震性や安全確保については特

に重視していきます。学校は、公共施設の中でも大規模な施設であり、また地域の中核的な施設

であることに鑑み、長寿命化を念頭に将来的な学校施設の在り方など総合的に検討を行います。 

施設別にみた場合、新設された「道志小学校」、「道志中学校」に関しては今後、適切な維

持・更新を図っていきます。 

② 体育施設 

体育施設は、スポーツ少年団やスポーツ協会等の活動の拠点であり、学校施設同様耐震性や安

全確保については、特に重視していきます。また、村外からスポーツ合宿等に訪れる各種競技団

体も利用していることから観光面でも重要な施設となっています。これらのことから、長寿命化
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を基本に本村の人口規模や利用状況等を鑑み、解体等も視野に入れ将来的な施設の在り方など総

合的に検討を行います。ただし、善之木体育館については、社会的ニーズが低下していることに

鑑み、廃止の方向で調整を行います。 

 

(４)子育て支援施設 

本類型には「道志村保育所」、「学童保育所どうしっこ」が該当します。 

「道志村保育所」については、立地条件に課題があるため、移転を含めて建て替えを検討

します。全国的に少子化が進行する中で、子育て支援は本村にとっても大変重要な課題です。

このようなニーズの高まりを踏まえ、適切な更新を図ります。 

 

(５)保健・福祉施設 

本類型には「道志村福祉センター」及び「道志村福祉交流センターゆいのわ」が該当しま

す。 

高齢化の進展等により福祉のニーズが増大する中で施設の重要性が増しているため、床面積の

縮減等は行わず、現状維持を図ります。 

 

(６)医療施設 

本類型には「道志村国民健康保険診療所・道志村国民健康保険歯科診療所」が該当します。

地域に密着した医療の拠点として、住民の生活に欠くことのできない施設であり、床面積の

縮減等は行わず、現状維持を図ります。 

 

(７)行政系施設 

本類型には「道志村役場」及び消防・防災施設が該当します。 

 

① 道志村役場 

役場庁舎は、令和３年より建て替えを行っています。 

② 消防庁舎 

村内唯一の消防庁舎として、現在、消防職員9名が3交代制により24時間勤務しており、

消防ポンプ自動車1台、高規格救急車1台、消防団活動車(連絡車)1台が配備されるなど、村

民の生命・身体・財産を災害から守るための活動拠点として、重要な役割を果たしています。 

消防庁舎は、重量鉄骨造(S造)であることから、耐用年数（物理的）60年が標準となります

が、今後も予防保全的な維持管理を行うとともに、適切な時期に長寿命化改修等を実施する
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ことで、目標耐用年数80年まで使用できるように、長寿命化対策を図っていきます。 

③ 消防団詰所（車庫） 

消防団詰所（車庫）は、消防団の活動拠点として、各施設に小型ポンプ付き積載車及び消

防資機材を配備しており、村内11ヵ所に整備されています。 

消防団詰所（車庫）の維持管理を行う道志村消防団は、本団及び7分団（第1～6分団+災害

支援分団）の消防団員166名から組織されており、第1分団から第6分団により、月夜野から

長又地区までの28地区を管轄しています。 

村では、老朽化した消防団詰所（車庫）の建て替えを進めてきましたが、今後も建物の物

理的な劣化状況と小型ポンプ付き積載車・消防団員数の状況、詰所の稼働日数等を考慮しな

がら、建て替え・統廃合などの具体な個別方針を決定していきます。 

 

④ 防災コミュニティセンター 

防災コミュニティセンターは、指定避難所から離れた大渡、野原地区の2ヵ所に予備避難所

として整備されています。施設内には、防災備蓄倉庫スペースが設けてあり、災害時には防

災拠点として、平常時には集会場としての役割を果たしています。 

また構造は、軽量鉄骨造(LS造)であることから、目標耐用年数を50年と設定しますが、日

常的な機能保全のための維持管理を行うこととし、長寿命化改修等は実施しない方向で必要

な管理を進めていきます。 

 

⑤ 防災備蓄倉庫の長寿命化に関する基本方針 

防災備蓄倉庫は、大規模災害に備えて指定避難所（福祉避難所）・予備避難所となる施設

に近接して、防災資機材用の倉庫として村内9ヵ所に整備されています。 

大規模災害時には、孤立する恐れがある地域も多いことから、分散備蓄することを基本方

針として、災害時の非常食、発電機などの防災資機材を保管しています。 

防災備蓄倉庫は、軽量鉄骨造(LS造)であることから、標耐用年数を50年と設定しますが、

防災資機材の倉庫としての機能が中心となっていることから、日常的な機能保全のための維

持管理と防災資機材の定期的な更新を行うこととし、長寿命化改修等は実施しない方向で必

要な管理を進めていきます。 

その他、新たに公共施設の整備又は長寿命化改修等をする際には、施設内に防災備蓄倉庫

スペースを設けるなど、機能の集約化と効率化を検討します。 
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⑥ ヘリポート 

本村は、東西28㎞、南北4㎞と東西に長細い地形に加えて、急峻な山々に囲まれており、

大規模災害時に孤立する恐れのある地域が多いことが課題となっていました。 

ヘリポートは、大規模災害時における救援物資の輸送体制の確保と、緊急時の救急搬送体

制の確保を目的として、村の東部地域にある大室指地区と、西部地域にある善之木地区の2ヵ

所に航空法第81条の2に基づく緊急離着陸場として整備されています。 

ヘリポートは、建築物ではないことから、目標耐用年数の設定は行わず、日常的な機能保

全のための維持管理を行うこととします。 

 

(８)村営住宅 

本類型には村営住宅（池の原団地・谷相団地・道志村若者定住促進住宅）が該当します。

池の原団地については、老朽化が進んでいることから、建て替えを視野に調整を行います。

今日、若者の定住やUターンを促進するために、住宅の確保が課題となっていることから、当

該施設の適切な維持・更新を図っていきます。 

 

(９)公園 

本類型には公衆トイレが該当します。 

必要な施設であるとともに、小規模な施設のため、床面積の縮減等は行わず、現状維持を

図ります。 

 

(１０)その他 

本類型には「道志村医師住宅」、「ハイツビックマロン」が該当します。 

「ハイツビックマロン」は、建て替えを視野に調整を行います。「道志村医師住宅」につ

いては、移転して新しい医師住宅を建築する予定です。 
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1  ライフサイクルコスト削減のための具体策  

上述のとおり建物・インフラ施設ともに、ライフサイクルコストの削減は非常に重要です。そ

のため、下記のとおりライフサイクルコスト削減を進めていきます。 

 

(１)点検・診断等の実施 

施設の継続的な利用が確実に見込まれている施設については、法定点検に加え、必要に応

じて任意の調査・点検を実施します。また、利用率の低い施設は、その状態を把握、勘案し、

転用、取り壊し等の検討を行います。 

 
 

(２)安全確保の実施 

施設の危険度が高まった場合、今後もその利用見込みがある施設に関しては、速やかに安全確

保及び長寿命化対策を実施します。今後の利用見込みが低い施設に関しては、原則として統廃合

及び取り壊しの対象とします。 

 
 

(３)長寿命化の推進 

既に策定済みの「長寿命化修繕計画」については、本計画に基づき継続的に見直しを行い維持

管理、修繕、更新等を実施することとし、その他の施設については、本計画に準じたうえで、必

要に応じて個別に長寿命化計画等を策定します。 

 
 

 

(４)目標耐用年数の設定 

日本建築学会の『建築物の耐久計画に関する考え方』によると、目標耐用年数は、用途や

構造種別で下表の通りとなり、官公庁施設の場合、普通品質のコンクリート、普通品質の重

量鉄骨及び木造では「Yo60以上」となり、目標耐用年数は50～80年の範囲とされていま

す。 
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表 14 望ましい目標耐用年数 

用途 

鉄筋 

ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

鉄骨鉄筋 

ｺﾝｸﾘｰﾄ造 
鉄骨造 ﾌﾞﾛｯｸ造 

れんが造 

(CB造) 

木造 

高品質 普通品質 
重量鉄骨 

軽量鉄骨 
高品質 普通品質 

学校・官公

庁 

Yo100

以上 

Yo60 

以上 

Yo100 

以上 

Yo60 

以上 

Yo40 

以上 

Yo60 

以上 

Yo60 

以上 

住宅・事務

所・病院 

Yo100 

以上 

Yo60 

以上 

Yo100 

以上 

Yo60 

以上 

Yo60 

以上 

Yo60 

以上 

Yo40 

以上 

店舗・旅

館・ 

ホテル 

Yo100 

以上 

Yo60 

以上 

Yo100 

以上 

Yo60 

以上 

Yo60 

以上 

Yo60 

以上 

Yo40 

以上 

工場 
Yo40 

以上 

Yo25 

以上 

Yo40 

以上 

Yo25 

以上 

Yo25 

以上 

Yo25 

以上 

Yo25 

以上 

出典：日本建築学会『建築物の耐久計画に関する考え方』 

 

表 25 目標耐用年数の級の区分の例 

級 目標耐用年数の範囲 

Yo150 120～200年 

Yo100 80～120年 

Yo60 50～80年 

Yo40 30～50年 

Yo25 20～30年 

出典：日本建築学会『建築物の耐久計画に関する考え方』 

 

以上から、本計画における構造別の目標耐用年数を以下の通り設定します。 

表 26 建物の構造別の耐用年数（物理的）・目標耐用年数 

構造 
耐用年数 

（物理的） 

目標 

耐用年数 

・鉄筋コンクリート造（RC造） 

・鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC造） 
60年 50～80年 

・鉄骨造 
重量（S造） 60年 50～80年 

軽量（LS造） 40年 30～50年 

・コンクリートブロック造（CB造） 60年 50～80年 

・木造（W造） 40年 30～50年 

 

項目 内容 

耐用年数 

（物理的） 

建物躯体や構成材が物理的あるいは化学的原因により劣化し、要求される限界性能を

下回る年数。 

目標 

耐用年数 

長寿命化改修等により、計画的に建物を保全することによって、耐用年数（物理的）

を上回る年数 
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2  建物の維持管理に関する実施方針  

(１)基本的な考え方 

建物の長寿命化を踏まえた、各工事の実施時期を以下の通り設定します。 

施設耐用年数を80年と設定した場合、その半分が経過する建築後40年を目安に、物理的・

社会的劣化に対する機能・性能向上のための長寿命化改修を行います。さらにその前後の期間

の半分となる建築後20年及び60年を目安に、機能・性能回復のための大規模改造を実施する

ことを想定します。 

 

  

図 28 本計画における公共施設長寿命化のイメージ 

 

(２)維持管理の実施方針 

建物の維持管理には、以下の通り、「事後保全」と「予防保全」の2つの考え方があります。

「事後保全」の場合、これまで必要な維持管理が十分に行われず劣化が進行し不具合が顕在化

することで、運転費や修繕費等が高くなったり、建物の機能低下や事故につながることも懸念

されます。したがって、定期的な点検により、劣化状況を早期に発見し、対応を行う「予防保

全」の考え方を用いることが重要です。本計画では、重大な損傷や致命的な損傷となる前に予

防的に修繕を実施し、建物を健全な状態に維持しながら長寿命化対策を図ることを基本としま

す。 

なお、建物全体の機能に大きな影響がないものや損傷の拡大する恐れがないものは事後保全

で対応することにより、コストや業務負担の軽減を図ることも重要です。 
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表 27 事後保全と予防保全の内容 

項目 内容 

事後保全 
機器が故障したり、建物の機能や性能の異常が目に見える段階になって、はじめて修繕

などの処置を施すこと 

予防保全 
定期点検などによって建物の機能や性能を常に把握し、劣化の状態を予測した上で、予

防的な処置を施すこと 

参考：建築保全センター『管理者のための建築物保全の手引き』 

 

 

(３)維持管理の項目 

建物の維持管理は、「点検・保守」、「運転・監視」、「清掃」、「保安」及び「修繕」に

大別されますが、このうち維持管理の主な項目となる「点検・保守」及び「清掃」は、建物の

機能維持と耐久性確保に必要な業務であり、維持管理を怠ると、修繕等に多くの経費や時間が

発生するほか、事故の発生につながる可能性があります。 

このことから、建物の異常の兆候をできるだけ早く見つけ、適切な処置をすることで、施設

の使用停止や事故・災害等の未然防止に資するとともに、修繕等にかかる経費を少なくするこ

とが重要です。 

 

表 28 維持管理の項目及び内容 

項目 内容 

点検・保守 

・各部の機能や劣化・損耗の状態をあらかじめ調査することで、不良個所の早期発見につ

ながり、施設利用者の安全性も向上する取り組み。 

・施設に関する記録をまとめておくことで計画的な不具合等の解消につなげます。 

清掃 

・快適な利用環境を維持するための取り組み。 

・各種材料や設備等の劣化要因を取り除き、腐食などの進行を遅らせ、また機器の性能を

維持するなどの役割を担います。 

参考：建築保全センター『管理者のための建築物保全の手引き』 
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(４)部位別の対応 

建物の長寿命化対策の観点から、維持管理における部位別の対応方針を以下の通り定めま

す。 

 

表 29 維持管理の対応方針 

部位別 内容 

屋上・屋根 
屋上や屋根の防水機能の復旧は、部分的な雨漏りに関する事後保全だけではなく、予防保

全の観点から、計画的な改修等を行い、長寿命化対策を図ります。 

外壁 

外壁は、外部環境（風雨・氷雪・日射等）から屋内環境を守る役割を担うことから、外壁

落下防止対策と併せて、雨水の浸入等を防ぐ予防保全を実施し、長寿命化対策を図りま

す。 

内部仕上げ 
内装の改修内容は、施設の用途に対応したものとなるため、想定される多様な用途におい

ても、劣化による修繕等が容易に実施できるように長寿命化対策を図ります。 

設備・機器 

設備や機器の保守点検結果から、処置が必要と判断されたものは修繕等を行うとともに、

修繕周期を考慮した安全確認検査により、不具合箇所の拡大や他の部品等に及ぼす影響を

考慮した長寿命化対策を図ります。 

 

 

さらに、部位毎の対応については、以上の対応方針を踏まえて、管理すべき項目や手法な

どについて具体的にまとめることが望ましいと考えます。 
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表 30 維持管理項目・手法例 

 対象部位 具体例 理由 

建
築 

屋根・屋上 屋上防水・屋根 屋根屋上及び外壁の劣化に伴う亀裂の発生は漏水原

因となる 外壁 RC造躯体・外壁ボード 

開口部 
シャッター・アルミサッ

シ・スチール扉 
日常使用で不具合の発見が可能 

内部仕上げ 床・壁・天井内装材 
雨漏りなどにより仕上げ材の劣化・損傷が進行。日

常使用で不具合の発見が可能 

電
気
設
備 

受変電 
受電盤・変圧器・コンデ

ンサー 

電気事業法による点検、消防法による点検が実施さ

れ、これにより不具合の発見が可能 

通信・情報 
映像・音響・インターホ

ン 
日常使用で不具合の発見が可能 

通信・情報

（防災） 

自動火災報知機・非常警

報・非常灯 

消防法による点検が実施され、これにより不具合の

発見が可能 

被害・屋外 避雷針・外灯 日常使用で不具合の発見が可能 

機
械
設
備 

空調 
パッケージエアコン 

室外機 
日常使用で不具合の発見が可能 

換気 送風機・排煙機 窓やドアを開けることにより代替措置が可能 

給排水衛生 屋内給水設備・ポンプ 

衛生的環境の確保に関する法律により貯水槽の清掃

が義務付けされ、清掃に合わせて点検を行い不具合

の発見が可能 

消火 消火栓 
消防法による点検が実施され、これにより不具合の

発見が可能 

昇降機など 
エレベーター・ダムウエ

ア 

建築基準法に基づく点検が１回/年実施され、日常

の使用の中で、月１回程度動作確認を実施すること

で、不具合の発見が可能 

 

(５)図面・資料の管理 

施設の維持管理を行う上で、建物の図面や機器などの取扱説明書、官公庁への届出書類な

どは大切な資料となります。特に過去の修繕履歴等は、将来の修繕等の計画を検討する上で

重要な資料となることから、随時データを更新・蓄積するとともに、いつでも確認が出来る

よう保管をしておくことが望ましいと考えます。 
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3  建物の更新等に関する実施方針  

(１)本計画における整備水準の基本的な考え方 

本計画における多様な建物について、更新や改修等の整備水準を設定する上での基本方針

を以下にまとめます。 

 

表 31 改修等の基本方針の内容 

項目 改修等の基本方針 

安全面への対応 
定期点検等に基づく的確な大規模改造及び改修の実施時期を判断することに

よって、継続して建物の安全性を確保することを目指します。 

機能・性能面への

対応 

定期点検等に基づく的確な大規模改造及び改修の実施時期を判断すること

や、社会的ニーズの変化に対応した機能・性能の向上を図ることより、施設

の社会的価値を維持することを目指します。 

防災機能の向上 

火災や地震などの災害を想定し、建物の防災性能を確保するとともに、避難

所あるいは防災拠点としての役割を担う施設については、非常時の電源や通

信機能の確保などの防災機能の向上を目指します。 

バリアフリー化・

ユニバーサルデザ

イン化の推進 

国が示す「ユニバーサルデザイン2020行動計画」（平成29年２月20日ユ

ニバーサルデザイン2020閣僚会議決定）の考え方を踏まえ、公共施設等の

大規模改修や建替えの際は、バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化を推

進します。 

環境面への対応 

公共施設が地球環境に与える負荷の低減を図るため、建物のライフサイクル

を通じて適正かつ有効な設備への更新や耐久性に優れた施設改修用部材の使

用等などにより、環境への配慮を目指します。 

長寿命化への対応 

施設整備及び大規模改修等を行う際には、以下の点を考慮した設計を行うこ

とを目指します。 

・可変性：将来の間取りや用途の変更を想定した可変性のある設計 

・更新性：設備機器など定期的な更新を伴うことを考慮した更新しやすい設

計 

・メンテナンス性：清掃や点検などの維持管理業務が効率的に実施できる設

計 

・省エネ・省資源：自然エネルギーの活用など、環境負荷の低減を考慮した

設計 
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(２)長寿命化に向けた改修工事の内容 

本計画では、将来の公共施設維持管理及び更新に係る費用を極力縮減するために、以下の通

り施設の長寿命化に向けた改修工事の内容を設定します。 

 

表 32 長寿命化に向けた改修工事 

工事名 主な内容 

大規模改造 

経年による施設の機能・性能の劣化を回復するために行う工事 

 

【主な内容】 

 外装、内装の改修 

 断熱化等のエコ改修 

 空調設置・更新 など 

長寿命化改修 

躯体の耐久性向上や機能・性能の回復、さらには建物が社会の変

化や利用者のニーズの変化に対応できなくなる、社会的劣化に対

応した機能・性能の向上を図るための工事 

 

【主な内容】 

 コンクリートの中性化対策 

 鉄筋の腐食対策 

 耐久性の高い仕上げ材への変更 

 新たな社会的ニーズへの対応 など 
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4  推進体制  

(１)組織 

本計画の推進にあたっては、総務課が主体となり、各公共施設を所管する課等と調整連携して、

組織横断的な取り組みを進めながら進行管理を行います。 

また、今後の公共施設等の統廃合や更新等の取扱いにあたっては、議会や村民に対し随時情報

提供を行い、村全体で認識の共有化を図ります。 

 

 

(２)計画の進捗管理 

本計画の進行管理にあたっては、「公共施設管理進捗表」を定期的に改訂していく中で、基

本方針に掲げた各種取り組みの推進状況を把握し、個別事業計画の立案を行っていきます。 

道路・橋梁、公園、上下水道のインフラ施設については、個別の長寿命化計画や保全計画等に

示される工程の進捗状況をチェックするとともに、必要に応じて計画の見直しを図ります。 

 

①  個別計画との連携 

総務省の「公共施設等総合管理計画の更なる推進に向けて」によると、個別計画の策定に

伴い、その内容を総合管理計画に反映するなどの不断の見直しを実施するとともに、施設整

備などの取り組みを評価し、総合管理計画の改訂につなげていくなど、PDCAサイクルを確

立することとしています。 

  

出典：総務省「公共施設等総合管理計画の更なる推進に向けて」 

図 29 公共施設等総合管理計画の見直し・改訂のイメージ 
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したがって本村では、総務課が主体となり、各公共施設を所管する課等と調整連携して、

組織横断的な取り組みを進めながら進行管理を行うこととしています。さらに、統廃合や更

新等の取り扱いに当たっては、議会や村民に対し随時情報提供を行い、村全体で認識の共有

化を図ることとしています。 

 

②  今後の推進体制 

今後、各担当課により本計画及び個別計画に基づいて施設の改修・更新等を実施する予定

ですが、その成果を評価し、それらを踏まえて随時本計画及び個別計画の改訂を行います。

その際に、組織横断的に情報を共有し調整を行う「（仮称）公共施設マネジメント会議」な

どを設置し、検討を行うことも想定されます。 

こうした一連の流れにより、計画策定（PLAN）、事業の実施（DO）、成果の評価

（CHECK）及び計画改訂（ACTION）のPDCAサイクルを構築します。 

 

 

図 30 公共施設マネジメントにおける PDCA サイクルの実施体制 
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